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講演内容 

 

簡単な自己紹介  

 

1 最近の海外情勢と原発への影響         4 頁 

 

2 最近の国内情勢と原発への影響         16 頁 

 

3 既存の対策の問題点              26 頁 

 

  

ando
取り消し線
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簡単な自己紹介 

      1967 年 日本原電に入社  2005 年 日本原子力産業協会に移籍, 

          2011 年  福島県富岡町で東日本大震災被災、福島第一原発事故 

により避難 現在も避難中 
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1 最近の海外情勢と原発への影響     

 

(1)大国の覇権争い。戦禍に巻き込まれる恐れ。 

⇒攻撃目標として原発がクローズアップ 住民の恐怖 

 

   

   ザポリージャ原発          チョルノービル原発の石棺 
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(2)AI の急激な発展。ロボット、ドローンの登場。 

⇒防ぎにくいドローンによる攻撃  GS より製油所 
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 ⇒AI に必要な電力として原発に期待 

 

  

 本当に爆食が起きるのか?  他に対策はないのか? 
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今後 10 年の電力需要の想定(電力量) 

 
出典 電力広域的運営推進機関 2025 年度全国需要想定について 

 

省電力の試み  AI 専用電源方式 
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(3) 再エネと蓄電池の急激な普及 

⇒原発の必要性の低下 

電源別に見た全世界の導入量の増加（ 2024 年）  

 
出典 ブルームバーグ 
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出力調整用の蓄電所 

 

技術進歩で蓄電池での周波数安定化が可能に 
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再エネと蓄電池が増えるとベースロード電源がいらなくなる。 
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⇒原発のコスト競争力が相対的に低下 

電源別に見た全世界の発電コスト（新設、 2024 年）  
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国際環境経済研究所                    日本経済新聞 
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(4)止まらない温暖化と影響の拡大 

⇒すぐに役立たない原発建設 

 
 

火力発電所の建設計画から運転開始までは、標準的に約 10年の期間がかかる。 

・環境アセスメント（約 3〜4年）： 建設地の選定、環境への影響調査・評価、各種法令に基づく許認可手続き。 

・工事・試運転（約 4〜6年）： 整地、タービンやボイラーなどの発電設備組み立て、試運転。 
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⇒大出力による大きな CO2 削減効果 
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(5)経済の行き詰まりと格差拡大 

⇒原発建設には巨額の長期投資が必要 

 

安全性の強化とインフレが建設費高騰の主な要因 
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2 最近の国内情勢と原発への影響 

  

(1)人口減少と高齢化、都市への集中 

⇒大都市のための「電気のふるさと」の必要性の高まり 
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(2)さらなる温暖化、地震を含めた自然災害の増加 

⇒原発の発電効率低下、地震や津波の対策強化が必要 

   

温暖化で停止した仏のゴルフェッシュ原発     日本近海の海面水温上昇 
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⇒強風・豪雨や大地震・津波の原発への影響深刻化 

 

  

  福島第一原発を襲った津波         倒壊した送電鉄塔 
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(3)国の稼ぐ力の低下、経済の低迷、国家財政の破綻 

   ⇒原発に対し国が支援する力の低下 
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⇒原発を支える技術力・労働力の低下 
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エッセンシャルワーカーの確保が大問題に 
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(4)上がらないエネルギー自給率 

⇒再生可能エネルギーと準国産エネルギーである原発に対する期待が増加 
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(5)政治・メディアの劣化(政治と金) まともな議論がないまま政策を決定 

⇒強引な原発回帰政策による国民負担増加、放射性廃棄物増加。 
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 ⇒再エネ拡大にブレーキ、中小零細企業と低所得者層の負担増加。原発へ

の支援の原資は税金や電気代。 

 

   

河合楽器の工場               戸建て住宅 
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3 既存の対策の問題点 

(1)急激な変化を捉えらず、思考停止している 

 (2)いまのところどうなるか分からないことが多い 

(3)日本が弱体化しつつあることの認識が甘い 

 (4)既存の設備、既得権、現体制維願望が改革の邪魔をしている 

 (5)戦力の逐次投入、バラマキになっている 

 (6)戦争や大災害、原発事故の怖さを忘れている 

 (7)ピンチをチャンスにする発想がない 

 (8)本当のことを知っている人が少ない。知っていても黙っている人が多い。 

END 


